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事業種類

事業期間
上五島地区ライフジャケット着用推進補助事業評価対象事業名称

コード

記入日

 （対象2）

上五島町漁業協同組合

H25.11.8

新規事業評価表【事前評価】

 （対象1）

水産業の振興

活動指標

作成年度

（活動指標名称）

 事務事業名称

 対象：誰、何を対象にしているのか

総合計画の位置付け

 対象指標：対象の大きさを表す指標

 目的：何をしたいのか

29年度

課ｺｰﾄﾞ 116

25

～

401030201

25

平成

年度

課　名

30年度

内

訳

 人件費　B

25年度

 （対象指標2）

成果指標

水産業基盤整備の推進

町単独事業費（水産振興）

 （対象指標1） 1組合

平成25年度申請件数

 細目ｺｰﾄﾞ

安全操業に対す

る意識の向上
－

（成果指標名称） （成果指標数値）

　

（指標積算根拠）

水産課

課長名 石司　泰栄

－平成平成

濱口　友司担当者

単年度事業

財務会計の位置付け

 政策ｺｰﾄﾞ 4  款ｺｰﾄﾞ 6

年度

年度

3

 政策名称

 施策名称

自立する産業の育成、雇用の確保

 基本事業ｺｰﾄﾞ 40103  目ｺｰﾄﾞ 2

 施策ｺｰﾄﾞ 401  項ｺｰﾄﾞ

 基本事業名称

845

 関連計画 法令・条例規則等
長崎県ライフジャケット着用推進事業実施要綱

新上五島町水産業奨励事業補助金交付要綱

 事務事業ｺｰﾄﾞ 4010302

 成果指標：目的の達成度を表す指標

（目標達成年度）

 事業の概要：具体的なやり方、手順、詳細を記入  活動指標：事務事業の活動量を表す指標

1件

・本事業は、漁業者のライフジャケット着用率の向上による漁船の海難死亡事故の

抑止を目的として、漁協が行う普及啓発活動等を支援する。

　→事業主体：上五島町漁業協同組合

　→事業内容：安全講習会開催、実演用ライフジャケット購入

　→事業費：213千円

　　　　　（県補助金1/2:107千円、直接組合へ補助）

　　　　　（町補助金1/4:53千円、漁協負担1/4:53千円）

（活動指標数値） （指標積算根拠）

① 補助金交付件数

（目標達成年度）

単位
全体計画

31年度以降

平成25年度

・漁業協同組合では組合員に対して、ライフジャケットの着用の推進を勧めている

が、まだまだ浸透していないところがある。海難事故の場合ライフジャケットの着

用の有無によって生存率に大きく影響がある。本事業の実施により、漁業者（組合

員）の安全操業に対する意識の向上を図り、もって沿岸漁業の経営安定と漁業者の

育成に寄与するものである。

－

26年度

件 1 1

27年度 28年度

 総事業費 C（A+B） 千円 753 753

 直接事業費 A 千円 53 53

C

の

財

源

内

訳

国補助金 千円

県補助金 千円

起　　債 千円

一般財源 千円 753 753

そ の 他 千円

千円 700 700

7,000

人 0.1 0.1

人件費単価 千円 7,000 7,000 7,000 7,000 7,000

従事職員数

7,000 7,000

②

①

②

計画（PLAN） 

実施（DO） 



　

●

必要最低限の事業費とする。

受益者負担金（漁協）1/4であり適正である。

類似事業はない。

内　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　容評価項目

ライフジャケット着用推進事業の実施により、安全講習会を実施すると共にライフジャケットの購入・更新を図り、漁業者の海

難事故防止に寄与する。

※3次評価については、住民等の意見があった場合にのみ、再公表するものとする。

2次評価

3次評価

住民等の意見

町 の 対 応

漁船の海難死亡事故の抑止を目的として、漁協が行う普及啓発活動等を支援し、漁業者の安全操業に対する意識の向上を図るも

のであり必要と判断する。

ライフジャケットの着用は法律で義務付けられていることであり、町（県）が補助金を出してまでする事業ではない。町や県が

関わっている事業の中で指導はできるのではないか。悲惨な事故があっているのでライフジャケット着用の周知徹底を図りたい

のは解りますが、組合員の生命を守るためのなら取り急ぎ、組合ですることではないか。

今回の事業は、実際､海に落下する実演でボンベ式ライフジャケットのボンベ作動具合や海上保安署等による講習会の開催など着

用率の向上を図るためのものである。なお、組合員は、既にライフジャケットは備えており、漁協も既に必要なライフジャケッ

トは備えていますので、ライフジャケット購入目的の事業ではありません。

  

 

漁船の海難死亡事故の抑止を目的として、漁協が行う普及啓発活動等を支援すし、漁業者（組合員）の安全操業に対する意識の

向上を図り、もって沿岸漁業の経営安定と漁業者の育成に寄与するものである。

漁業者の海難事故防止は、最優先事項であり町の支援が必要である。

ライフジャケット着用の推進、意識向上、啓蒙活動ができない。

・事業の緊急性・必要性

はありますか。

・事業を行わない場合の

影響はありますか。

・事業費を削減できませ

んか。（費用対効果）

1

次

評

価

401030201ｺｰﾄﾞ

  

・事業の対象・目的は適

切ですか。

・町が税金を投入して行

う必要がありますか。

・受益者負担は適正です

か。

・類似事業との整理統合

はできませんか。

1次 2次 3次

次年度以降に計画どおり実施する
事

業

の

方

向

性

1次 2次 3次

 事業費を減額して事業を実施する

計画どおりに事業を実施する

  当分の間は実施しない

類似事業と整理統合して実施する

実施期間を見直して事業を実施する

事業内容を見直して事業を実施する

  ●

  次年度以降に類似事業と整理統合して実施する

●

 次年度以降に計画を見直して実施する   

評価（CHECK） 


